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�愛媛県規則第３８号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。
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愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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高度化
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貸付金

の金額
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還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類
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貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間
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置

期

間
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１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第１項に規定

する中小企業者

をいう。）及び

組合等（同条第

５項に規定する

組合等をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第１項に規定

する中小企業者

をいう。）及び

組合等（同条第

５項に規定する

組合等をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

２ 省

略

２ 省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

４ 総

合効

率化

計画

認定

グル

ープ

資金

総合効率化計

画認定グループ

事業を実施する

中小企業者（流

通業務の総合化

及び効率化の促

進に関する法律

（平成１７年法律

第８５号）第２条

第１６号に規定す

る中小企業者を

いう。）

省略 ４ 総

合効

率化

計画

認定

グル

ープ

資金

総合効率化計

画認定グループ

事業を実施する

中小企業者（流

通業務の総合化

及び効率化の促

進に関する法律

（平成１７年法律

第８５号）第２条

第１１号に規定す

る中小企業者を

いう。）

省略

５～１０

省略

５～１０

省略

別表第４（第３条－第５条関係） 別表第４（第３条－第５条関係）
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貸付金
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間
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間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
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貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号

８０８



告 示

�愛媛県告示第１１３６号
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年

法律第８８号）第１４条第１項の規定に基づき、次のとおり第二種特定

鳥獣に関し、捕獲等をすることができる区域を指定する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．５０パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

２ 省

略

２ 省

略

区 域 存続期間
捕獲等をすること
ができる第二種特
定鳥獣の種類

四国中央市地内の豊受山休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

イノシシ、ニホン
ジカ

四国中央市地内の豊坂休猟区の全
域 同 上 同 上

四国中央市地内の塩塚山休猟区の
全域 同 上 同 上

四国中央市地内の天満山休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

四国中央市地内の佐々連休猟区の
全域 同 上 同 上

四国中央市地内の呉石休猟区の全
域 同 上 同 上

四国中央市地内の天堤山休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

新居浜市地内の黒森休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

新居浜市地内の蔭地休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

新居浜市地内の船木休猟区の全域 同 上 同 上

新居浜市地内の大野山休猟区の全
域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

西条市地内の高森休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

西条市地内の岡村休猟区の全域 同 上 同 上

西条市地内の田滝休猟区の全域 同 上 同 上

西条市地内の蔭地休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

西条市地内の河之内休猟区の全域 同 上 同 上

西条市地内の寺尾休猟区の全域 同 上 同 上

西条市地内の中奥休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

西条市地内の来見休猟区の全域 同 上 同 上

今治市地内の近見休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

今治市地内の大島北休猟区の全域 同 上 同 上

今治市地内の大三島南休猟区の全
域 同 上 同 上

今治市地内の藤子休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

今治市地内の伊方休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

越智郡上島町地内の佐島休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

越智郡上島町地内の高井神島休猟
区の全域 同 上 同 上

越智郡上島町地内の岩城島休猟区
の全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

松山市地内の高山休猟区の全域 同 上 同 上

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号

８０９
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�愛媛県告示第１１３７号
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年

法律第８８号）第２８条第７項ただし書の規定に基づき、次のとおり鳥

獣保護区の存続期間を更新する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

松山市地内の青波川の郷休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

伊予市地内の串休猟区の全域 同 上 同 上

東温市地内の阿歌古休猟区の全域 同 上 同 上

伊予郡砥部町地内の大平休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

上浮穴郡�万高原町地内の船山休
猟区の全域

平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

上浮穴郡�万高原町地内の馬酔谷
休猟区の全域 同 上 同 上

上浮穴郡�万高原町地内の相の峰
休猟区の全域 同 上 同 上

上浮穴郡�万高原町地内の父野川
休猟区の全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

上浮穴郡�万高原町地内の御三戸
休猟区の全域 同 上 同 上

上浮穴郡�万高原町地内の市口休
猟区の全域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

上浮穴郡�万高原町地内の有枝休
猟区の全域 同 上 同 上

大洲市地内の大谷宇和川休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

大洲市地内の蔵川長谷休猟区の全
域 同 上 同 上

大洲市地内の中居谷休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

大洲市地内の恋木休猟区の全域 同 上 同 上

大洲市地内の高山寺休猟区の全域 同 上 同 上

大洲市地内の上須戒休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

喜多郡内子町地内の今岡休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

喜多郡内子町地内の立石休猟区の
全域 同 上 同 上

喜多郡内子町地内の五十崎南休猟
区の全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

喜多郡内子町地内の寺村休猟区の
全域 同 上 同 上

喜多郡内子町地内の豊谷休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

八幡浜市地内の保内日土休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

八幡浜市・西予市地内の中津川三
瓶休猟区の全域

平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

西宇和郡伊方町地内の瀬戸休猟区
の全域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

西予市地内の堂所山休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

西予市地内の田之浜休猟区の全域 同 上 同 上

西予市地内の大野ヶ原休猟区の全
域 同 上 同 上

西予市地内の高野子休猟区の全域 同 上 同 上

西予市地内の譲葉休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

西予市地内の鉢ヶ森休猟区の全域 同 上 同 上

西予市地内の田穂・男河内休猟区
の全域 同 上 同 上

西予市地内の葉長休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

西予市地内の野村・坂石休猟区の
全域 同 上 同 上

西予市地内の高野子・川津休猟区
の全域 同 上 同 上

宇和島市地内の下灘休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

宇和島市地内の御内休猟区の全域
平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

宇和島市地内の法華津休猟区の全
域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

宇和島市地内の三間休猟区の全域 同 上 同 上

宇和島市地内の畑地休猟区の全域 同 上 同 上

北宇和郡鬼北町地内の父野川休猟
区の全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

南宇和郡愛南町地内の緑休猟区の
全域

平成２９年１１月１日
から平成３０年１０月
３１日まで

同 上

南宇和郡愛南町地内の正木休猟区
の全域

平成２９年１１月１日
から平成３１年１０月
３１日まで

同 上

南宇和郡愛南町地内の中浦高畑休
猟区の全域

平成２９年１１月１日
から平成３２年１０月
３１日まで

同 上

名 称 区 域 存続期間 保護に関する指針

冨士山鳥

獣保護区

大洲市大洲の国道５６号の肱

川橋南端を起点とし、ここか

ら同国道をほぼ北に進み、市

道内山線との交点に至る。こ

こから同市道をほぼ東に進み、

市道榎峠線との交点に至る。

ここから同市道を南ないし北

東に進み、榎峠を経て、更に

同市道を南東ないし南に進み、

国道１９７号に出る。ここから

同国道を西に進み、宮が瀬川

に出て、同川左岸を下流に進

み、肱川との合流点に至る。

ここから同川を渡り、同市菅

田町大竹字川原乙８８６番１北

端に至る。ここから同川左岸

平成２９年

１１月１日

から平成

３９年１０月

３１日まで

当該地域は、冨士

山を中心とし、山頂

付近は公園としてツ

ツジが植栽され、そ

の周辺は針葉樹と広

葉樹が混在する林相

の変化に富む森林を

有し、多様な鳥獣の

生息地となっている

ことから、鳥獣保護

区に指定し、当該区

域に生息する鳥獣の

保護を図る。また、

定期的な巡視により、

静謐な環境の保持を

図り、鳥獣の安定的
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を下流に進み、起点に至る線

に囲まれた区域

な生育に著しい影響

を及ぼすことのない

よう留意するととも

に、自然とのふれあ

いの場、環境教育の

場として活用を図る。

松山城鳥

獣保護区

松山市丸之内及び堀之内の

区域一円

同 上 当該地域は、松山

城が位置する勝山を

中心とし、その周辺

の森林は針葉樹と広

葉樹が混在する良好

な鳥獣の生息環境で

あり、地元住民等に

とっては身近な自然

とのふれあいの場と

なっていることから、

鳥獣保護区に指定し、

当該地域に生息する

鳥獣の保護を図る。

また、定期的な巡視

により、静謐な環境

の保持を図り、鳥獣

の安定的な生息に著

しい影響を及ぼすこ

とのないように留意

するとともに、自然

とのふれあいの場、

環境教育・学習の場

として活用を図る。

永木鳥獣

保護区

伊予市中山町中山の県道串

中山線の重藤峠を起点とし、

ここから同県道をほぼ南西に

進み、市道永木梅原線との交

点に至り、ここから同市道を

ほぼ南ないし南東に進み、県

道石畳中山線に出て、同県道

をほぼ西に進み、県道永木内

子線との交点に至る。ここか

ら同県道をほぼ南に進み、市

道福住集会所線との交点に至

り、ここから同市道をほぼ西

に進み、市道永木坂本線との

交点に至る。ここから同市道

をほぼ北西に進み、県道串中

山線に出て、同県道を北ない

しほぼ北東に進み、林道柿ノ

木谷線との交点に至り、ここ

から同林道をほぼ東ないし北

に進み、重藤峠に通じる山道

との交点に至る。ここから同

山道をほぼ東に進み、起点に

至る線に囲まれた区域

同 上 当該地域は、小学

校を中心に集落が形

成され、多くの農耕

地と針葉樹と広葉樹

が混在する良好な鳥

獣の生息環境であり、

地元住民にとっては

身近な自然とのふれ

あいの場となってい

ることから、鳥獣保

護区に指定し、当該

地域に生息する鳥獣

の保護を図る。また、

定期的な巡視により、

環境の保持を図り、

鳥獣の安定的な生息

に著しい影響を及ぼ

すことのないように

留意するとともに、

自然とのふれあいの

場、環境教育・学習

の場としての活用を

図る。

笛ヶ滝鳥

獣保護区

上浮穴郡�万高原町�万の

国道３３号と町道旭ヶ丘線との

交点を起点とし、ここから同

国道を南に進み、猪谷川に出

て、同川左岸を上流に進み、

野尻池の放水口に至る。ここ

から同池の西岸を北西に進み、

用水路に出て、同用水路を北

西に進み、峠の池の堤防南端

に至り、ここから同池の南岸

を西に進み、同池の西端に至

り、ここから同池の北岸を東

に進み、同池の堤防北端で歩

道に出て、同歩道を北東に進

み、峠を経て、更に同歩道を

垂ヶ谷に沿って北東に進み、

町道ひわ田線に出る。ここか

ら同町道を東ないし北西に進

み、同町道並びにこれに続く

町道クリノキサコ団地線及び

町道旭ヶ丘線を東に進み、起

点に至る線に囲まれた区域

同 上 当該地域は、笛ヶ

滝公園と点在する公

有水面があり、多く

の人工林では適切な

管理がなされ、鳥獣

の良好な生息環境と

なっており、地元住

民にとっては身近な

自然とのふれあいの

場となっていること

から、鳥獣保護区に

指定し、当該地域に

生息する鳥獣の保護

を図る。また、定期

的な巡視により、環

境の保持を図り、鳥

獣の安定的な生息に

著しい影響を及ぼす

ことのないように留

意するとともに、自

然とのふれあいの場、

環境教育・学習の場

としての活用を図る。

小藪鳥獣

保護区

大洲市肱川町宇和川の国道

１９７号と県道小田河辺大洲線

との交点である鹿野川大橋西

端を起点とし、ここから同国

道を南に進み、市道滝山発電

所線との交点に至る。ここか
りょう

ら稜線を西に進み、市道奥滝

山師走野線に出て、同市道を

ほぼ西に進み、市道滝山奥小

藪線との交点に至り、ここか

ら同市道を西に進み、遊歩道

との交点に至り、ここから同

遊歩道をほぼ西に進み、市道

北平師走野線に出て、同市道

をほぼ南西に進み、市道北平

野仁山線との交点に至り、こ

こから同市道をほぼ南西に進

み、農道との交点に至る。こ

こから同農道をほぼ北西に進

み、市道滝山奥小藪線に出て、

同市道をほぼ東に進み、今岡

墓地前で市道滝山丸渕線に通

じる山道との交点に至り、こ

こから同山道をほぼ東に進み、

同市道に出て、同市道を南な

いし東に進み、起点に至る線

に囲まれた区域

同 上 当該地域は、小藪

渓谷を中心とし、広

葉樹の自然林が多く

残る鳥獣の良好な生

息環境となっており、

地元住民にとっては

身近な自然とのふれ

あいの場となってい

ることから、鳥獣保

護区に指定し、当該

地域に生息する鳥獣

の保護を図る。また、

定期的な巡視により、

環境の保持を図り、

鳥獣の安定的な生息

に著しい影響を及ぼ

すことのないように

留意するとともに、

自然とのふれあいの

場、環境教育・学習

の場としての活用を

図る。
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�愛媛県告示第１１３８号
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年

法律第８８号）第３４条第１項の規定に基づき、次のとおり休猟区を指

定する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 区 域 存続期間

天堤山休

猟区

四国中央市富郷町津根山の市道藤原葛川線と市道

藤原下猿田線との交点を起点とし、ここから市道藤

原下猿田線をほぼ東ないし南に進み、県道上猿田三

島線に出て、同県道をほぼ南ないし北東に進み、上
ずい

猿田を経て、更に同県道をほぼ東に進み、白髪隧道
ずい

北口に至り、ここから同隧道上を南東に進み、愛媛

県と高知県との境界に至る。ここから同境界を南な

いし南西に進み、玉取山三角点（１，３３０．４メートル）

を経て、更に同境界を南ないし南西に進み、兵庫山

を経て、更に同境界を南ないし南西に進み、通称下

川越え山道に出る。ここから同山道を北西に進み、

栗ノ木橋で市道城師落合線に出る。ここから同市道

を北西に進み、市道藤原葛川線との交点に至り、こ

こから同市道をほぼ東ないし北に進み、起点に至る

線に囲まれた区域

平成２９年

１１月１日

から平成

３２年１０月

３１日まで

大野山休

猟区

新居浜市大生院の国道１１号の渦井川西端を起点と

し、ここから渦井川左岸を上流に進み、川口部落で

小河谷川との合流点に至る。ここから両河川に挟ま
りょう

れた稜線をほぼ南東ないし南西に進み、三角点（１，

２４２．７メートル）を経て、同市と西条市との境界に

至る。ここから同境界をほぼ北に進み、同国道に出

て、同国道を東に進み、起点に至る線に囲まれた区

域

同 上

中奥休猟

区

西条市大保木の県道西条�万線の新柳谷橋北端を

起点とし、ここから同県道をほぼ南に進み、千野々

橋北端でイノウチ谷川に出る。ここから同川左岸を

上流に進み、通称前田峠に通じる山道との交点に至

り、ここから同山道を南東に進み、前田峠に至る。

ここから市道東之川東西線に通じる山道を南東に進

み、同市道に出て、同市道を南西に進み、大宮橋西

端で同県道に出る。ここから同県道を北西に進み、

県道石鎚伊予小松停車場線との交点に至り、ここか

ら同県道を西に進み、旧西条市と旧周桑郡小松町と

の境界に至る。ここから同境界を北西ないし北に進

み、通称平野峠に至る。ここから林道平野線に通じ

る山道を南ないし北東に進み、同林道に出て、同林

道を北東に進み、柳谷川に出る。ここから同川右岸

を下流に進み、起点に至る線に囲まれた区域

同 上

来見休猟

区

西条市丹原町石経の中山川と関屋川との合流点を

起点とし、ここから中山川右岸を上流に進み、来見

橋で県道湯谷口川内線との交点に至る。ここから同

県道を北東ないし北西に進み、国営左岸幹線用水路

との交点に至る。ここから同用水路を北東に進み、

タルミ谷川に出る。ここから同川左岸を上流に進み、

同 上

りょう

三角点（４１９．６メートル）に至る。ここから稜線を

ほぼ西ないし南に進み、稔山三角点（９１６．６メート

ル）で同市と東温市との境界に至る。ここから同境

界を北ないし北西に進み、市道関屋山之内線に出て、

同市道をほぼ東に進み、県道寺尾重信線に出る。こ

こから同県道をほぼ東に進み、関屋橋北端で南谷川

に出る。ここから同川左岸を下流に進み、関屋川と

の合流点に至り、ここから同川左岸を下流に進み、

起点に至る線に囲まれた区域

伊方休猟

区

今治市伯方町北浦の県道伯方島環状線と市道北浦

古江越線との交点を起点とし、ここから同市道を南

西に進み、市道伯方古江山田線との交点に至り、こ

こから同市道を南西に進み、市道北浦叶浦線との交

点に至る。ここから同市道を南西に進み、市道宝股

山線との交点に至り、ここから同市道をほぼ北西な

いしほぼ西に進み、市道伯方寺山線との交点に至る。

ここから同市道を北西に進み、市道西側線との交点

に至り、同市道をほぼ西に進み、市道北浦叶浦線と

の交点に至り、ここから同市道を南西に進み、国道

３１７号（自動車専用道路に指定していない路線に限

る。）を横断し、海岸線に通じる水路との交点に至

る。ここから同水路右岸を南西に進み、海岸線に出

る。ここからその海岸線を北に回り大長崎及びトウ

ビョウ鼻を経て、更にその海岸線を南に回り入川河

口に至る。ここから同川左岸を上流に進み、通称橋

台橋西端で市道竹田線との交点に至る。ここから同

市道を南西に進み、県道伯方島環状線に出て、同県

道を南西に進み、起点に至る線に囲まれた区域

同 上

青波川の

郷休猟区

松山市宿野町の市道湯山３０号線の宿野々橋東端を

起点とし、ここから同市道をほぼ北に進み、市道湯

山１５号線との交点に至り、ここから同市道を北東に

進み、市道湯山１６号線との交点に至り、ここから同
りょう

市道を北東に進み、堂ノ峠に出る。ここから稜線を

北西に進み、三角点（５０７．３メートル）を経て、更
りょう

に同稜線を北西ないし北に進み、八幡若宮神社裏を

経て国道３１７号に至る。ここから同国道をほぼ東に

進み、県道河中平井停車場線との交点に至り、ここ

から同県道を東ないしほぼ南に進み、今治谷特定猟

具使用禁止区域界との交点に至る。ここから同区域

界を南東に進み、同市と東温市との境界に至る。こ

こから同境界を南東に進み、三角点（８６４．３メート

ル）を経て、更に同境界を南西に進み、標高点（７７
りょう りょう

１メートル）に通じる稜線に至る。ここから同稜線

を西に進み、同標高点を経て、更に標高点（６９１メ
りょう

ートル）に通じる稜線を北西に進み、同標高点に至

る。ここから小屋峠三角点（６６５．１メートル）に通
りょう

じる稜線を西に進み、県道河中平井停車場線を横断
りょう

し、更に同稜線を西に進み、同三角点に至る。ここ
りょう

から更に同稜線を西に進み、市道湯山４０号線に出る。

ここから同市道を南西に進み、標高（６４９メートル）
りょう りょう

に通じる稜線に至り、ここから同稜線を北西ないし
りょう

北東に進み、同標高点を経て、更に同稜線を北西な

同 上
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ら同町道を西に進み、同町と大洲市との境界に至り、

ここから同境界を北西ないしほぼ西に進み、県道小

田河辺大洲線に出て、同県道をほぼ西ないし北に進

み、同国道に出る。ここから同国道を東に進み、起

点に至る線に囲まれた区域

瀬戸休猟

区

西宇和郡伊方町三机の八幡浜警察署瀬戸駐在所前

の県道三机港線と町道三机八幡線との交点を起点と

し、ここから同県道を東ないし南に進み、町道宇和

海線との交点に至り、ここから同町道を北西ないし

東に進み、町道塩成港線との交点に至り、ここから

同町道をほぼ南に進み、海岸線に出る。ここからそ

の海岸線をほぼ南に進み、大碆の鼻を経て、更にそ

の海岸線をほぼ南西に進み、旧西宇和郡瀬戸町と旧

西宇和郡三崎町との境界に至る。ここから同境界を

ほぼ北に進み、海岸線に出て、その海岸線を北西な

いし北東に進み、番匠鼻を経て、更にその海岸線を

南東ないしほぼ北東に進み、押抜鼻、赤崎鼻及び谷

の尻鼻を経て、更にその海岸線を南東に進み、須賀

公園で町道三机八幡線との交点に至る。ここから同

町道を南西ないし南東に進み、起点に至る線に囲ま

れた区域

同 上

歯長休猟

区

西予市宇和町卯之町の国道５６号と県道宇和野村線

との交点を起点とし、ここから同県道をほぼ南東な

いし東に進み、野村ダム周辺鳥獣保護区界に至る。

ここから同区界を東ないし北東に進み、文治が駄馬

を経て、更に同区界をほぼ南東に進み、旧東宇和郡

宇和町と旧東宇和郡野村町との境界に至る。ここか

ら同境界を南東に進み、西予市と宇和島市との境界

の交点に至る。ここから同境界を西に進み、歯長峠

を経て、更に同境界を西に進み、高森山三角点（６３

４．９メートル）を経て、更に同境界を北西に進み、

市道旧町地区２７７号線に出て、同市道をほぼ北西に

進み、同国道に出て、同国道をほぼ北西に進み、起

点に至る線に囲まれた区域

同 上

野村・坂

石休猟区

西予市野村町阿下の国道４４１号と県道宇和野村線

との交点を起点とし、ここから同県道をほぼ北東に

進み、鹿野川ダム周辺鳥獣保護区界に至る。ここか

ら同区界をほぼ南東ないし北東に進み、坂石地区を

経て、更に同区界を南東に進み、旧東宇和郡野村町

と旧東宇和郡城川町との境界に至る。ここから同境

界をほぼ南西に進み、国道４４１号の桜ヶ峠トンネル

との交点に至る。ここから同トンネル上を北西に進

み、桜ヶ峠トンネル西口で同国道に出て、同国道を

北西に進み、起点に至る線に囲まれた区域

同 上

高野子・

川津休猟

区

西予市城川町高野子の県道日向谷高野子線と国道

１９７号との交点を起点とし、ここから同国道をほぼ

北西に進み、市道川井谷線との交点に至る。ここか
りょう

ら中津川三角点（７３３．５メートル）に通じる稜線を
りょう

ほぼ北東に進み、同三角点を経て、更に同稜線をほ

ぼ北東に進み、同市と高知県との境界線上にある三

角点（９２９．０メートル）に至り、ここから同境界を

南ないし東に進み、九十九曲峠に至る。ここから林

同 上

いし南西に進み、三角点（６６８．９メートル）に至る。
りょう

ここから同稜線を北西に進み、標高点（４４１メート
りょう

ル）を経て、更に同稜線を北西ないし西に進み、市

道湯山３０号線に出て、同市道を西に進み、起点に至

る線に囲まれた区域

串休猟区 伊予市双海町串の国道３７８号と県道串内子線との

交点を起点として、ここから同県道をほぼ南東に進

み、同市と大洲市との境界に至り、同境界をほぼ南

西に進み、旧大洲市と旧喜多郡長浜町と旧伊予郡双

海町との境界に至り、ここから旧喜多郡長浜町と旧

伊予郡双海町との境界をほぼ北西に進み、同国道に

出て、同国道を北東に進み、起点に至る線に囲まれ

た区域

同 上

阿歌古休

猟区

東温市山之内の重信川と蔭地谷川との合流点を起

点とし、ここから蔭地谷川左岸を上流に進み、同市

と今治市との境界に至る。ここから同境界を東に進

み、東温市と今治市と西条市との境界の交点に至り、

ここから東温市と西条市との境界を南に進み、重信

川に出て、同川右岸を下流に進み、起点に至る線に

囲まれた区域

同 上

市口休猟

区

上浮穴郡�万高原町と東温市との境界と国道４９４

号との交点を起点とし、ここから同境界を北ないし

東に進み、同町と同市と西条市との境界の交点に至

り、ここから同町と同市との境界を東に進み、相名

峠で県道落合�万線に通じる歩道に出る。ここから

同歩道をほぼ南西に進み、同県道に出て、同県道を

南に進み、同国道に出る。ここから同国道をほぼ北

西に進み、起点に至る線に囲まれた区域

同 上

有枝休猟

区

上浮穴郡�万高原町上黒岩の県道東川上黒岩線と

国道３３号との交点を起点とし、ここから同国道を西

に進み、旧上浮穴郡美川村と旧上浮穴郡�万町との

境界に至り、ここから同境界を北ないし東に進み、

岩谷寺鳥獣保護区界に至る。ここから同区界を東に

進み、県道西条�万線に出て、同県道を南に進み、

県道東川上黒岩線との交点に至り、ここから同県道

を南西に進み、起点に至る線で囲まれた区域

同 上

上須戒休

猟区

旧大洲市と旧喜多郡長浜町との境界と県道長浜中

村線との交点を起点とし、ここから同県道を南東な

いし南西に進み、同県道と県道櫛生大洲線との交点

に至る。ここから同県道を北ないし西に進み、県道

瀬田八多喜停車場線との交点に至る。ここから同県

道をほぼ南西に進み、大洲市と八幡浜市との境界に

至り、ここから同境界をほぼ北西に進み、金山出石

寺鳥獣保護区界に至る。ここから同区界を北に進み、

旧大洲市と旧喜多郡長浜町との境界に至り、ここか

ら同境界を北東に進み、牛の峰三角点（６６０．５メー

トル）を経て、更に同境界を北に進み、藤ヶ峠に至

る。ここから同境界をほぼ東に進み、起点に至る線

に囲まれた区域

同 上

豊谷休猟

区

喜多郡内子町小田の国道３８０号と県道小田柳谷線

との交点を起点とし、ここから同県道を東ないしほ

ぼ南に進み、町道用の山線との交点に至る。ここか

同 上
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�愛媛県告示第１１３９号
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年

法律第８８号）第３５条第１項の規定に基づき、次のとおり特定猟具使

用禁止区域を指定する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道東津野城川線に通じる山道を南西に進み、同林道

に出て、同林道を南に進み、市道荒川線との交点に

至る。ここから同市道をほぼ南西に進み、同県道に

出る。ここから同県道を南西に進み、起点に至る線

に囲まれた区域

法華津休

猟区

宇和島市と西予市との境界と海岸線との交点であ

る小大崎鼻を起点とし、ここから同境界をほぼ北東

に進み、野福峠を経て、更に同境界をほぼ東に進み、

旧北宇和郡吉田町と旧東宇和郡宇和町と旧北宇和郡

三間町との境界の交点に至る。ここから、旧北宇和

郡吉田町と旧北宇和郡三間町との境界を南に進み、

県道西谷吉田線に出て、同県道をほぼ南西に進み、

県道河内立間停車場線との交点に至り、ここから同

県道を北ないしほぼ西に進み、国道３７８号に出て、

同国道を西に進み、同県道との交点に至り、ここか

ら同県道をほぼ西に進み、県道奥浦白浦線との交点

に至り、ここから同県道を南西に進み、県道舟間伊

予停車場線との交点に至る。ここから同県道を西な

いし南に進み、舟間地区を経て、市道貝ノ浦間口線

との交点で海岸線に出る。ここからその海岸線を南

西に進み、大良鼻を経て、更にその海岸線をほぼ北

東に進み、カキガ尻を経て、更にその海岸線を東に

進み、先新浜を経て、更にその海岸線をほぼ西に進

み、起点に至る線に囲まれた区域

同 上

三間休猟

区

旧北宇和郡三間町と旧宇和島市との境界と県道広

見三間宇和島線との交点を起点とし、ここから同県

道を北東に進み、県道伊予宮ノ下停車場務田線との

交点に至り、ここから同県道を北に進み、県道広見

吉田線との交点に至り、ここから同県道を西に進み、

市道黒井地本線との交点に至る。ここから同市道を

北に進み、市道西谷線との交点に至り、ここから同

市道を北に進み、市道木戸前線との交点に至り、こ

こから同市道を北西に進み、市道奥木戸前線との交

点に至り、ここから同市道を北に進み、西予市野村

町に通じる山道（通称板谷越）との交点に至り、こ

こから同山道をほぼ北東に進み、宇和島市と西予市

との境界に至る。ここから同境界を東に進み、亥の

子前部落に通じる山道に出て、同山道を南西ないし

南に進み、同部落で市道山ノ神線に出る。ここから

同市道を南に進み、市道宮野下川之内線との交点に

至り、ここから同市道をほぼ南に進み、市道川之内

中野線との交点に至り、ここから同市道を南東に進

み、市道波岡中野線との交点に至る。ここから同市

道を南に進み市道波岡本線との交点に至り、ここか

ら同市道を南に進み、同県道に出る。ここから同県

道をほぼ南東に進み、宇和島市と北宇和郡鬼北町と

の境界に至り、ここから同境界をほぼ西ないし南に

進み、旧北宇和郡三間町と旧北宇和郡広見町と旧宇

和島市との境界の交点に至り、ここから旧北宇和郡

三間町と旧宇和島市との境界をほぼ北西に進み、起

点に至る線に囲まれた区域

同 上

畑地休猟

区

宇和島市と南宇和郡愛南町との境界と県道宇和島

城辺線との交点を起点とし、ここから同境界をほぼ

西ないし南に進み、由良岬で海岸線に出て、その海

岸線をほぼ東ないしほぼ北に進み、須下崎を経て、

更にその海岸線をほぼ東に進み、寺崎、仏崎及び松

が鼻を経て、更にその海岸線を浦知川河口に向かっ

て進み、同川河口に至り、ここから同川左岸を上流

に進み、国道５６号との交点に至る。ここから同国道

をほぼ北東に進み、県道御内下畑地線との交点に至

り、ここから同県道をほぼ南東に進み、県道宇和島

城辺線との交点に至り、ここから同県道をほぼ南西

に進み、起点に至る線に囲まれた区域

同 上

中浦高畑

休猟区

南宇和郡愛南町御荘平城の僧都川左岸と旧南宇和

郡御荘町と旧南宇和郡城辺町との境界との交点を起

点とし、ここから同境界を南西ないし西に進み、旧

南宇和郡御荘町と旧南宇和郡城辺町と旧南宇和郡西

海町との境界の交点に至り、ここから旧南宇和郡御

荘町と旧南宇和郡西海町との境界をほぼ北西に進み、

海岸線に出る。ここからその海岸線を東ないし北東

に進み、延命寺岬を経て、更にその海岸線を南ない

し東に進み、同川河口に至る。ここから同川左岸を

上流に進み、起点に至る線に囲まれた区域

同 上

名 称 区 域 存続期間
禁止に係
る特定猟
具の種類

八日市

特定猟

具使用

禁止区

域

四国中央市土居町津根の市道津根干拓線

と市道小富士長津線との交点を起点とし、

ここから同市道を西に進み、桧川に出る。

ここから同川右岸を下流に進み、古子川と

の合流点に至り、ここから同川右岸を下流

に進み、藤原橋東端で県道壬生川新居浜野

田線との交点に至る。ここから同県道を東

に進み、市道津根干拓線との交点に至る。

ここから同市道を南に進み、起点に至る線

に囲まれた区域

平成２９年

１１月１日

から平成

３９年１０月

３１日まで

銃 器

下鴨部

特定猟

具使用

禁止区

域

今治市玉川町法界寺の新永代橋中央を起

点とし、ここから蒼社川中央を下流に進み、

旧玉川町と旧今治市との境界に至る。ここ

から同境界を北東ないし南東に進み、岩清

水八幡神社を経て、更に同境界をほぼ南に

進み、林道鳥越線に出る。ここから同林道

を西に進み、市道八幡線に出て、同市道を

南に進み、市道八幡犬塚線との交点に至る。

ここから同市道を南西に進み、市道池尻線

との交点に至り、ここから同市道を西に進

同 上 同 上
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生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第１１４１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定に

より指定した介護機関の名称が次のように変更された。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１４２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２９年１０月２７日

み、市道御作礼１号線との交点に至る。こ

こから同市道をほぼ南に進み、農免道路下

鴨部線との交点に至り、ここから同農免道

路を西ないし北西に進み、市道法界寺中村

線に出て、同市道を北西に進み、起点に至

る線に囲まれた区域

東大栗

特定猟

具使用

禁止区

域

松山市東大栗町の県道２０４号線と市道堀

江１１５号線との交点を起点とし、同県道を

北東ないし南東に進み、東大栗町農免道路

との交点に至り、ここから同農免道路をほ

ぼ北東に進み、旧松山市と旧北条市との境

界に至る。ここから同境界を北東ないし南

東に進み、県道２０４号線との交点に出る。

ここから同県道を南東ないし北東に進み、

県道２０号線との交点に至り、ここから同県

道を南東に進み、夫婦山（３８７メートル）

方向に通じる山道との交点に至り、ここか

ら同山道を南西に進み、市道五明１号線に

出て、ここから同市道を西に進み、市道伊

台５３号線との交点に至る。ここから同市道

を南西に進み、伊台団体営農道との交点に

至り、ここから同農道を南西に進み、通称

伊台団体営農道蔵座間農道との交点に至り、

ここから同農道を北西に進み、市道堀江３

号線との交点に至り、ここから同市道をほ

ぼ南に進み、県営かんがい排水事業第１３工

区調整水槽に通じる山道との交点に至り、

同山道を南に進み、同調整水槽に至る。こ

こから長谷三等三角点（３７９．６メートル）
りょう

に通じる稜線を西に進み、同三角点に至り、
りょう

ここから市道堀江２４０号線に通じる稜線を

ほぼ北西に進み、市道堀江２４０号線に出る。

ここから同市道を東に進み、市道堀江１３９

号線との交点に至る。ここから同市道を北

東に進み、市道堀江８号線との交点に至り、

ここから同市道をほぼ北西に進み、市道堀

江１１５号線に通じる農道との交点に至り、

ここから同農道を北西ないし南西に進み、

市道堀江１１５号線との交点に至り、同市道

を南西に進み、起点に至る線に囲まれた区

域

同 上 同 上

志津川

特定猟

具使用

禁止区

域

東温市志津川の国道１１号と市道志津川慈

光寺線との交点を起点とし、ここから同国

道を南西に進み、県道松山川内線との交点

に至り、ここから同県道を西に進み、市道

西岡２号線との交点に至る。ここから同市

道を北ないし北東に進み、市道西岡１号線

との交点に至り、ここから同市道及びこれ

に続く農道をほぼ北に進み、市道志津川慈

光寺線に通じる農道との交点に至る。ここ

から同農道をほぼ南に進み、同市道に出て、

同市道を南ないし西に進み、起点に至る線

に囲まれた区域

同 上 同 上

由良野

特定猟

具使用

禁止区

域

上浮穴郡�万高原町二名乙７７８番２、同

町二名乙７８６番１、同町二名乙７８６番２、同

町二名乙７８７番４、同町二名乙７８７番５、同

町二名乙７８７番６、同町二名乙７８７番７、同

町二名乙７８７番８、同町二名乙７８７番９、同

町二名乙７８７番１０、同町二名乙７８７番１３、同

町二名乙７８７番１６、同町二名乙７８７番１７、同

町二名乙７８７番１８、同町二名乙７８７番１９、同

町二名乙７８７番２０、同町二名乙７８８番２、同

町二名乙７９１番１、同町二名乙７９１番２、同

町二名乙７９１番３、同町二名乙７９１番４、同

町二名乙７９１番６及び同町二名乙７９１番７の

通称由良野の森の区域一円

同 上 同 上

関地池

特定猟

具使用

禁止区

域

西予市宇和町信里の市道多田地区３０号線

と市道多田地区３１号線に囲まれた区域

同 上 同 上

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

レデイ薬局 喜田村店 今治市喜田村一丁目５番
５号 平成２９年９月１６日

今 治 み か ん 薬 局 今治市喜田村七丁目２番
３７号 平成２９年１０月１日

たんぽぽ薬局今治喜田村店 今治市喜田村七丁目２番
４１号 １階 平成２９年１０月１日

ファーマシィ薬局今治 今治市喜田村七丁目２番
４２号 平成２９年１０月１日

介護機関の名称 介護機関の所在地 変更年月日

（変更後）
医療法人楡心会ひまわりク
リニック

新居浜市泉宮町３番１３号 平成２８年１２月１日
（変更前）
医療法人児嶋内科胃腸科

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号

８１５
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愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１４６号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農政企画局農政課

農地・担い手対策室において告示の日から２週間公衆の縦覧に供す

る。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の名称が次のように変更された。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の名称が次のように変更された。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４５号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

平 野 八 町 薬 局 今治市八町東二丁目４－
３９ 平成２９年８月３１日

ま つ い 小 児 科 今治市八町東２－４－４１ 平成２９年８月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人楡心会ひまわりクリ
ニック 新居浜市泉宮町３番１３号

（変更後）
医療法人楡心会ひまわりクリ
ニック

新居浜市泉宮町３番１３号 平成２８年１２月１日
（変更前）
医療法人児嶋内科胃腸科

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人楡心会ひまわりクリ
ニック 新居浜市泉宮町３番１３号

（変更後）
医療法人楡心会ひまわりクリ
ニック

新居浜市泉宮町３番１３号 平成２８年１２月１日
（変更前）
医療法人児嶋内科胃腸科

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

ドラッグセイムス西予野村薬局 西予市野村町野村１０号５０３番地１ 株式会社西日本セイムス 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２９年
１０月１日

ファーマシィ薬局今治 今治市喜田村７丁目２番４２号 株式会社ファーマシィ 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２９年
１０月１日

今治みかん薬局 今治市喜田村七丁目２番３７号 ウインウエイ株式会社 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２９年
１０月１日

たんぽぽ薬局今治喜田村店 今治市喜田村七丁目２－４１ １階 たんぽぽ薬局株式会社 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２９年
１０月１日

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号

８１６



１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人
八反地営農組合

愛媛県松山市八反地
甲２２８番地１

愛媛県松山市八反地
甲１０番ほか３筆 ３，７７２

樋 口 宗 孝 愛媛県松山市常竹甲
５２番地１

愛媛県松山市鹿峰６７
番１ほか４筆 ２，６２５

鷹 野 友 紀 愛媛県喜多郡内子町
立山５３０５番地

愛媛県喜多郡内子町
五百木４９２４番ほか１
筆

３，９４３

西宇和農業協同
組合

愛媛県八幡浜市江戸
岡一丁目１２番１０号

愛媛県伊方町仁田之
浜上手峯３２０番地 １，４６７

２ 申請年月日

平成２９年１０月１３日

�������
�愛媛県告示第１１４７号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び市役所

において縦覧に供する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

牛の浦Ａ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号までを順次

結んだ線及び標柱１号と標柱１２号を結んだ線に囲まれた区域

�������
�愛媛県告示第１１４８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山地方法務局長から次のとおり公共

測量を実施する旨の通知があった。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（登記所備付地図作成作業に伴う基準点

設置作業）

２ 作業期間 平成２９年１１月２０日から

平成３０年２月２８日まで

３ 作業地域 松山市東雲・八坂地区（松山市東一万町、昭和町、

北持田町、南持田町、御宝町、旭町、錦町、此花

町、築山町、新立町及び湯渡町の全部、勝山町一

丁目及び二丁目の一部）

�������
�愛媛県告示第１１４９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 十倉 雅和

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

� 工水前処理設備（ろ過器）

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 津島町北灘 牛ノ浦 第７号１０５－２ １号

西ノアゴ 乙１１２６ ２号

牛ノ浦 第７号１０５－１ ３号

西ノアゴ 乙１０７７ ４号

乙１０７８ ５号

神ノ前 乙１０８７ ６号

乙１０８８－２ ７号

牛ノ浦 乙１０２３ ８号

乙１０３４ ９号

乙１０５１ １０号

乙１０５６－２ １１号、１２号

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６４号の２ロ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力
１日当たり２３，７６０立方メートル処理（１
時間当たり３３０立方メートル×２４時間×
３基）

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９６０

最大 １，０５０

備考 汚水等は、西総合排水路、�３遊水池経由で西総合排水口から公共水
域へ排水する。

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号

８１７



� Ａ純水製造装置

� ５Ｂ純水製造施設

� ６Ｂ純水製造装置

� Ｌ純水製造装置

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６４号の２ロ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３，０００立方メートル処理

設 置 年 月 日 昭和４２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５０

最大 ３００

備考 汚水等は、西総合排水路、�３遊水池経由で西総合排水口から公共水
域へ排水する。

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３００

最大 ３５０

備考 汚水等は、西総合排水路、�３遊水池経由で西総合排水口から公共水
域へ排水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６４号の２ロ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４，５００立方メートル処理

設 置 年 月 日 昭和４３年１０月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６４号の２ロ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４，５００立方メートル処理

設 置 年 月 日 昭和５０年１月１０日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３００

最大 ３５０

備考 汚水等は、西総合排水路、�３遊水池経由で西総合排水口から公共水
域へ排水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６４号の２ロ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４，０００立方メートル処理

設 置 年 月 日 平成１４年９月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間
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� Ｂ－５０９（ＬＢ 水 分離器）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５０

最大 ２００

備考 汚水等は、西総合排水路、�３遊水池経由で西総合排水口から公共水
域へ排水する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２５キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５～６

最大 ５～６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７，０００

最大 １０，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．１３

最大 ０．５

備考 汚水等は、ＬＢ油と水を分離し、水を汚水等処理施設で焼却処理する。

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 散気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５４．８

最大 １，２４２．１

通常 １１４．９

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５２４．８

最大 ８６２．１

通常 ２５．９

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５３４．７

最大 ７１７．６

通常 １８９．８

最大 ２４０．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２７．６

最大 ６８．９

通常 ４．０

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １６，６３４

最大 １９，７１２

通常 １６，６３４

最大 １９，７１２

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 酸素ばっ気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製
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� 液中燃焼設備（６ＣＴ）

� �２湿式酸化処理設備（ＷＡＯ）

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿及び酸素ばっ気式活性汚
泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８～１２

最大 ８～１２

通常 ７～８

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６７６．６

最大 １，１６２．６

通常 １３５．０

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６１．０

最大 ８８１．５

通常 １９．１

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８４４．４

最大 １，５００．２

通常 １６９．１

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．３

最大 ３１．９

通常 ２．３

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，１０９

最大 ９，６９５

通常 ８，１０９

最大 ９，６９５

の汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２２，０００

最大 ３５，０００

通常 ２０

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

通常 １２０

最大 １２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６３，０００

最大 ７３，０００

通常 ２０

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１未満

最大 ０．０１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４２

最大 ２７０

通常 ９２０

最大 ９２０

備考 汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）で処理する。
汚水等の処理施設である液中燃焼設備（４ＣＴ）と切替運転をする。

設 置 年 月 日 昭和４７年１０月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 加圧湿式酸化及び脱窒方式

処 理 施 設 の 構 造 外側鋼板内側ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径 １メートル 長さ８．４メートル
×２基

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３６０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 加圧湿式酸化及び脱窒方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ４．０～９．０

最大 ４．０～９．０

通常 ５．０～９．０

最大 ４．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３３，８６６

最大 ６２，０４２

通常 ７７４

最大 １，４５５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５４４

最大 ７，００６

通常 ３８３

最大 １，１６６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９６，２２６

最大 １４５，５９８

通常 １，９９７

最大 ４，５５０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０２

最大 ０．０２

通常 ０．０１

最大 ０．０１

設 置 年 月 日 平成２８年１１月２１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 液中燃焼方式

処 理 施 設 の 構 造 外筒鋼板内部耐火煉瓦製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 内径３．８５メートル
高さ２１．０９１メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２６４トン処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 液中燃焼方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７～１０

最大 ７～１１

通常 ８～９．５

最大 ８～９．５
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� ソーダ回収ボイラー（ＳＲＢ）

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

� 東総合排水口

�������
�愛媛県告示第１１５０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社志賀商店

西条市今在家９２１番地

代表取締役 原 初

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社志賀商店

西条市今在家９２１番地

３ 特定施設に関する事項

� �１～６ ３００Ｌ煮豆用蒸気釜（６基）

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３１２

最大 ３５０

通常 １，３９９

最大 １，６７０

備考 汚水等は、ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設にて処理する。

設 置 年 月 日 昭和５７年１月５日

処 理 施 設 の 種 類 噴射燃焼

処 理 施 設 の 型 式 燃焼方式

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１１．４メートル 横４．１メートル
高さ２４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４８トン処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 燃焼方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．３～１４．０

最大 １．０～１４．０

通常 －

最大 －

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０６，８００

最大 １５０，０００

通常 －

最大 －

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０

最大 ３００

通常 －

最大 －

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

通常 －

最大 －

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１未満

最大 ０．０１未満

通常 －

最大 －

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２２６

最大 ２３５

通常 ０

最大 ０

備考 汚水等は全て焼却処理する。

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ６９．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２．６

最大 ４５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５６

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５２，９８６

最大 ３３５，４０５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．６

最大 ３５．０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第１７号 豆腐又は煮豆の製造業に供す
る湯煮施設

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号
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� �１３～１６、３３～３６ ３００Ｌ煮豆用蒸気釜（８基）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 処理施設�

� 処理施設�

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１２０キログラム処理

設 置 年 月 日 平成１６年３月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～６．５

最大 ５．５～６．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００

最大 １，５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２１．６

最大 ２７．０

備考 汚水等は、処理施設�にて処理する。

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８．８

最大 ３６．０

備考 汚水等は、処理施設�にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第１７号 豆腐又は煮豆の製
造業に供する湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１２０キログラム処理

設 置 年 月 日 平成２４年８月３０日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～６．５

最大 ５．５～６．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００

最大 １，５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４５

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３カ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 膜分離活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦２４メートル 横１２．３メートル
高さ６．０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２６５立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 スクリーン、活性汚泥方式、膜分離

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．５～６．５

最大 ５．５～６．５

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，２００

最大 １，８００

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ８０

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２１１

最大 ２６５

通常 ２１１

最大 ２６５

備考 汚水等は、処理後に処理施設�に送水する。

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１工場排水口

� �２工場排水口

� �５浄化槽排水口

�������
�愛媛県告示第１１５１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県西条保健所及び西条市役所において告示の日から

設 置 年 月 日 昭和５２年５月２０日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 放流槽

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 １メートル 横４．１３１メートル
高さ１．１８６メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり９５０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 物理処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２

最大 １６

通常 １２

最大 １６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １６

通常 １２

最大 １６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９

最大 １．２

通常 ０．９

最大 １．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７５５

最大 ９４０

通常 ７５５

最大 ９４０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２

最大 １６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９

最大 １．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７５５

最大 ９４０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．２

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０６

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３

最大 ６

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ４

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号
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３週間公衆の縦覧に供する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社志賀商店

西条市今在家９２１番地

代表取締役 原 初

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社志賀商店

西条市今在家９２１番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第１７

号

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の施設番号、特定施設の使用の方法、汚水等の処理の

方法、排出水の汚染状態及び量並びに用水及び排水の系統

５ 特定施設に関する事項

� �７～１２、１７～３２ ３００Ｌ 煮豆用蒸気釜（２２基）

� �３９～４６ ５００Ｌ 煮豆用蒸気釜（８基）

� �４７～１００ ５００Ｌ 甘納豆用ボイル槽（５４基）

６ 汚水等の処理施設に関する事項

� 処理施設�

� 処理施設�

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０

最大 ５．８～８．６

通常 ５．５～６．５

最大 ５．５～６．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４００

最大 ６００

通常 １，２００

最大 １，８００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １５０

通常 ３００

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４５

通常 ５０

最大 ８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ８

通常 １５

最大 ２０

備考 汚水等は、処理施設�にて処理する。

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０

最大 ５．８～８．６

通常 ５．５～６．５

最大 ５．５～６．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４００

最大 ６００

通常 １，２００

最大 １，８００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １５０

通常 ３００

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４５

通常 ５０

最大 ８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ８

通常 １５

最大 ２０

備考 汚水等は、処理施設�にて処理する。

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０

最大 ５．８～８．６

通常 ５．５～６．５

最大 ５．５～６．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，２００

最大 １，８００

通常 １，２００

最大 １，８００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３００

最大 ５００

通常 ３００

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ８０

通常 ５０

最大 ８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

通常 １５

最大 ２０

備考 汚水等は、処理施設�にて処理する。
特定施設の施設番号：�４７～７４、８１～８４、８７～９０、９３～９６、９９～１０６、

１０９～１１２、１２０～１２１を�４７～１００に変更する。

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥処理方式、
凝集沈殿方式

膜分離活性汚泥処理
方式

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３００立方
メートル処理

１日当たり２６５立方
メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 スクリーン、活性汚
泥方式、凝集沈殿

スクリーン、活性汚
泥方式、膜分離

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
７．０
最大
６．０

通常
７．０
最大

５．８～８．６

通常
５．５～６．５
最大

５．５～６．５

通常
５．８～８．６
最大

５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
４００
最大
６００

通常
２０
最大
３０

通常
１，２００
最大
１，８００

通常
２０
最大
３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１００
最大
１５０

通常
２０
最大
３０

通常
４００
最大
５００

通常
２０
最大
３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
３０
最大
４５

通常
８
最大
１０

通常
５０
最大
８０

通常
８
最大
１０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５
最大
８

通常
１．０
最大
１．５

通常
１５
最大
２０

通常
１．０
最大
１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
２２９．６
最大
２９２

通常
２２９．６
最大
２９２

通常
２１１
最大
２６５

通常
２１１
最大
２６５

備考 汚水等は、処理後に処理施設�に送水する。

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号
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７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１工場排水口

� �２工場排水口（新設）

� �５浄化槽排水口（新設）

�������
�愛媛県告示第１１５２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業

（愛媛県単独土地改良事業（農道）一本松地区）の施行を平成２９年

１０月１８日認可した。

平成２９年１０月２７日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

�愛媛県告示第１１５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 型 式 ｐＨ調整放流槽 放流槽

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ｐＨ調整 ―

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
７．０
最大

５．８～８．６

通常
７．０
最大

５．８～８．６

通常
５．８～８．６
最大

５．８～８．６

通常
５．８～８．６
最大

５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１２
最大
１６

通常
１２
最大
１６

通常
１２
最大
１６

通常
１２
最大
１６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１２
最大
１６

通常
１２
最大
１６

通常
１２
最大
１６

通常
１２
最大
１６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
８
最大
１０

通常
８
最大
１０

通常
８
最大
１０

通常
８
最大
１０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
０．９
最大
１．２

通常
０．９
最大
１．２

通常
０．９
最大
１．２

通常
０．９
最大
１．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
７６０
最大
９５０

通常
７６０
最大
９５０

通常
７５５
最大
９４０

通常
７５５
最大
９４０

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２

最大 １６

通常 １２

最大 １６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １６

通常 １２

最大 １６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９

最大 １．２

通常 ０．９

最大 １．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７６０

最大 ９５０

通常 ７５５

最大 ９４０

備考 施設番号を工場排水口から�１工場排水口に変更する。

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

―
通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

―
通常 ５．２

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ５

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 １

最大 ３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ０．０６

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）
―

通常 ３

最大 ６

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

―
通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

―
通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 １

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）
―

通常 ２

最大 ４

備考 この他に雨水排水口が２箇所ある。

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号
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公 告

選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第８６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２９年１０月２７日

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

技能検定の実施について

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第６６条第３項の規定に基づき、随時技能検定の実施について次のとおり公示す

る。

平成２９年１０月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 実施職種及び等級の区分

技能検定は、次の表の左欄に掲げる職種について、同表の右欄に掲げる等級に区分して実施する。

職 種 等 級

さく井（ロータリー式さく井工事に係るものに限る。）、鋳造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、めっき、仕上げ、
機械検査、電子機器組立て、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、冷凍空気調和機器施工、染色、ニ
ット製品製造（丸編みニット製造に係るものに限る。）、婦人子供服製造、紳士服製造、家具製作、建具製作、紙器・段ボール
箱製造（印刷箱打抜き及び貼箱製造に係るものに限る。）、印刷、製本、プラスチック成形（射出成形に係るものに限る。）、
石材施工、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、タイル張り、
配管、型枠施工、鉄筋施工、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、サッシ施工、表装、塗装及び工業包装

３級

さく井、鋳造、鍛造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム陽極酸化処理、仕上げ、
機械検査、ダイカスト、電子機器組立て、電気機器組立て、プリント配線板製造、冷凍空気調和機器施工、染色、ニット製品製
造、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、布はく縫製、家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製造、印刷、
製本、プラスチック成形、強化プラスチック成形、石材施工、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品製造、
建築大工、かわらぶき、とび、左官、タイル張り、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、内装仕上げ
施工、熱絶縁施工、サッシ施工、ウェルポイント施工、表装、塗装及び工業包装

基礎級

注 ３級の試験については、当該職種に係る基礎級又は職業能力開発促進法施行規則及び職業能力開発促進法第４７条第１項に規定する指定試験機関の指定に
関する省令の一部を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第５７号）第１条の規定による改正前の職業能力開発促進法施行規則第６１条に掲げる基礎１級若し
くは基礎２級に合格した者に限り受けることができる。

２ 試験の方法

実技試験及び学科試験

３ 実施期日及び実施場所

� 実施期日

ア 実技試験

平成２９年１１月１日（水）から平成３０年３月３１日（土）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

イ 学科試験

平成２９年１１月１日（水）から平成３０年３月３１日（土）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

� 実施場所

愛媛県職業能力開発協会が指定する場所

４ 技能検定受検申請書の提出期間

原則として、技能検定試験実施期日の３０日前まで受け付ける。

５ 技能検定受検申請書の請求先及び提出先

松山市�米窪田町４８７の２ 愛媛県産業技術研究所内

愛媛県職業能力開発協会

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子双海線
喜多郡内子町河内２１０６番から

同町河内２１０４番まで

旧 ３．５～７．０ ０．０９２

新 ７．０～９．４ ０．０９２

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号
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公営企業告示

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７９，２８６

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，５８６

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４７，４１１

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県公営企業告示第８号
次のとおり落札者を決定した。

平成２９年１０月２７日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

南 宇 和 郡 １９，５７７ ６，５２６

松山市・上浮穴郡 ４３８，８８６ １３９，８１５

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４２，５５７ ４７，５１９

宇和島市・北宇和郡 ７９，７８１ ２６，５９４

八幡浜市・西宇和郡 ３９，００５ １３，００２

新 居 浜 市 １０１，３０７ ３３，７６９

西 条 市 ９２，６７０ ３０，８９０

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５２，４７０ １７，４９０

伊 予 市 ３１，８０７ １０，６０３

四 国 中 央 市 ７５，１０２ ２５，０３４

西 予 市 ３３，９５３ １１，３１８

東 温 市 ２８，１６３ ９，３８８

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，００８ １４，６７０

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

血管連続撮影装置 ３式
（月額賃借料／県立中央病院、県立
今治病院、県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２９年１０月５日
株式会社自治体病院共
済会
東京都千代田区紀尾井
町３番２７号

１３，９６３，１０４円 一般競争入札 平成２９年８月２２日

平成２９年１０月２７日 発行

愛 媛 県 報平成２９年１０月２７日 第２９２１号
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